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審査 請求 ん

齊

処　分　庁　　＼
吹田市福祉事務所長

社援第３ ０ ９ ４号

審査請求人が、平成２３年１０月１８日付けで提起した生活保護法
に基づくヽ家具什器費の支給申請却下決定処分に係る審査諳求にづいて
次のとおり裁決する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∇

主 文

１　処分庁が、平成２３年１ ０ 月 ｌｉ日付けで行った家具什器費の
支給申請却下決定処分を取り消す。　　　　　　　　Ｊ

２ 残 余 の 請求に つ いて は、 こ れを棄却する。

理

第１　 審 査 請 求 の耋 旨及び 理 由

１ 審 査 請 求 の趣 旨

由



本件審査請求の趣旨は、一処分庁が平成２３年１０月１レ日付け
で審査請求人（以下（請求人丁という。）に対して行った生活保護法
（以下「法」という、｡） に基づく家具什器費の支給申請却下決定処
分（以下「本件却下決定」／という。）を取り消し、･冷蔵庫及び洗
濯機の家具什器費の支給を求めるIも｡のと解､される。

２　 審査請求の理由

本件審査請求の母由の要旨は、夊のとおりである。

「生活保護法による保護の実施要領につ･いて」／（昭和３６年４
月１日厚生省発社第1.2  3 号厚生事務次官通知･。二以下「次官通
知」という。⊃ 第７の２の（３）に該当するにもかかわらず、却
下決定は不当である。＼また√「生活保護法による仭護の実施要領グ
について･」’（昭和３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長
通知。以下「局長通知」という。）の第７の２の（６）のアに該
当し、却下決定は不当である。　二

第ヽ2　 当 庁 が 認 定 し た 事 実 及 び 判 断

１ 当庁が認定した事実

（１） ム平成２ ３年９月２日、請求人は処分庁に対して、 、「生活が出
来ないから。（貯金なし）」エとの理由により保T護開始申請を行
い、処分庁は請求人に対してレ 同日付けで保鏝を開始したこと。

（2･）　平成２３年１０月3 Ei 付けで、請求人ｕ,処分庁に対.し、
ｌ「〔冷蔵庫〕食料品の貯蔵に必要なためにC 洗濯機〕一手洗いに
よる洗濯は腰に一負担がかかるため」との理由により、冷蔵庫及
び洗濯機の家具什器費の支篩申請を行ったこ糺
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（３） 平成２３年１ ０ 月 １１日付けで､＼処分庁は、 ｒ申請のあっ･た
家具什器については、それらを支給し力けれぱならない緊急や
むをj得ない事情があるとは認められない」との理由＼で本件却下
決定を行い、そ･の旨を請求人に通知した･こと。

（４） 平成２３年１０月3 ダ1日付けで処分庁が審査庁に対して提出
した弁明書（以下「弁明書」という。）には、次のj趣旨の記載
が卜あること。　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　ｙ

ア　局長通知第７の２の（６）。のアは「保護開始時lとおいて、
最低池活に直篌必要な家具什器の持合せが`ないとき。」と
なってい･るか｡ら、保護開始時において冷蔵庫及び洗濯機の持
合ヽせが･ないとする･､請求人についても形式的には該当する。し
かしながら、同通知はアの場合に該当した上で、次官通知
第７に定しめるところによって判断するこ｡ととしている。

イ　 次 官 通 知 第 一７ の ２ は 「 新 た に 保 護 開 始 す る 際 等 に 最 低 生 活

の 基 盤 と な る 物 資 を 欠 い て い る 場 合 の 特 別 耆 要 」 を 認 定 す べ

き こ と を 定 め て い る が 、 ｒそ れ ら の 物 資 を 支 給 し な･ け れ ぱ な

ら な い 緊 急 や む を 得 な い 場 合 に 限 り 」 認 定 す る こ と と し て お

●　　　　　　　　　Ｊ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　■　　　　　　　　　・り 、 適 用 に あ た っ て は 、 「 生 活 保 護 手 帳 （ 別 冊 問 答

集 ） ２ ０ １ １ 」 （ 以 下 「 別 冊 問 答 集 」 と い う ． ）． 問7-45

に あ る と お･ り 、 「 日 常 生 活 に 必 要 な 物 品 に つ い て は 、． 本 来 経

常 的 な 生 活 費 の 範 囲 内 で ４ 計 画 的 に 購 入 す べ き で あ る 」 こ と

を 前 提 に √ 給 付 を す べ き 必 要 性 及 び 瞿 急 性 が あ る か を 侃 々 の

世 帯 の 状 況 に 応 じ て 判 断 す べ き も の と 考 え る Ｑ　・　　’． 
¶

ウノ＼本事案においてヽ請求人ほ■ 歳と若I-ご 病気や障害も無

いため、食料の買い置きがなくても、徒歩Ｓ分圏内に立地す
るスーパーで毎日その日一日分を購入することも困難ではな



い。また、徒歩１分圏内にはコインランドリーも立地してい

る。以上のような請求人の生活状況及び身体状況を考慮する
と`。冷蔵庫及び洗濯機の保有に･緊急性がjあると判断す｡るに足
る特段の事情は認められないから、家具什器費を支給すIるこ
とは適当ではない。’

（５） 平成２ ３．年１１月２ ２日付けで請求人が審査庁に一提出した反
｡論書にはｉ 次の趣旨の記載があること。＼　　 ‥　　　　 二

ア　年齢、病気や障害については、年齢など澗係なく健康的な
人でも一体調不良や風邪；インフルエンザなどの病気は当然に
起こり得ることであるのだから、体調不良や病気･の際にも毎、
日､.その日一日分の購入費求めるのは非.常に酷であり健靡的な
生活に反し不当･である．

イ　 一般的に冷蔵庫の役割として食料の保存ができることだが、
現代の冷蔵庫の役割は、単に、食料の保存だけが目的で使用
されているわけではなくI、各家庭の月々の家計のやりくりの
中で切り詰めながら安く食料屬卜などを購入して生活をしてい
る。匸生活保護者も当然ながら、最･低生活をすごる上で毎日必要
な食費については考えて生活をしている。

ウ　毎｡日一日分の食料品を購入すればよいと判断を･七てもやは'
！り安い商品があれば買い置きなどをして傴存楹ずる。'た･だ、
二冷蔵･雍ではなく部屋に放置して食料品を保存する･ようであれ
ば、衛生‘的にも文化的にも問題であるのだから、冷蔵庫は必
要性および緊急性があることは明白である。

工　 洗濯機につい濮Tは、・コインランドリーが徒歩１分圏内に立
地しでいる理由で却下しているが麕歩圏内にコイ ンランド・
リー７があれば｡却下するのは不当である。それから、徒歩圏内･･
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にコインランドリーはあるけれども実際は３分弱かかり、往
復で６分以上はかかるので訂正する。

オ　一見、犬コインランドリーが徒歩圏内にあれば洗濯機を持つ
必要性・｡緊急｡性はないようIに思･われる。それは、一般的な見
地から立った･燔合であり、個々の状況を考え尨けれぱならな
い。請求人は、重い病気に罹ったことはないので健康ではあ
るけれども、■ のア･レルギー疾患を患っ'ている。

カ　 請求人が。洗濯機をつよく求屬 る理由は、レコイ ンランド
リーでも確かに洗濯はできるが、不特定多数の利用者がコイ

・ンランドリーを使用しており、利用者の洗濯物の汚れや洗剤
などいろいろであり、それが原因･でアレルギーを発症する可
能性が大きいのである。　　　　　　　　　　　　　　　レ

（６） 平成２３年１２月９日付けで処分庁が審査庁に対して提出し
し　た再弁明書（以下「再弁明書」という。）には、次の趣旨の記

載があること。　　　　　　二＼　　　　　ヶ

ア　 鷁 求 人 自 身 が 言 う よ う に
卜｢

年 齢 な ど 関 係 な く 健 康 的 な 人 で

も 体 調 不 良 や 風 邪 ・ イ ン フ ル エ ン ザ な ど の 病 気 は 当 然 に 起 こ

り 得 る｣ の で あ る か ら 、 こ の よ くう な 一 般 生 活 に 常 に 内 在 す る

可 能 性 を も っ て 、 緊 急 性 を 認 定 す る こ と は で き な. い ． ま た 、

一 般 家 庭 で の 普 及 率 か ら み て もI 、 生 活 上 で 冷. 蔵 庫 は 必 要 性 が

高､ い 物 品 で あ る と の 認 識 に 異 論 は な い が､ 厂 吩 蔵 庫 等 耐 久 嬋丿 費

財 に つ い て は 、 弁 明 書 で も 述 べ た よ う に 経 常 的 経 費 か ら 購 入

. 費 用 を 捻 出 す べ き で あ､ り 、 必 妛 丿陸･ お よ び 緊 急 性 が あ る 場 合 に
．･　　　　Ｉ　　　　　 Ｉ　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、　Ｉ

●　　　・　　　　ｉ ･．
・ の み' 一 時 扶 瀧 の 対 象 と な る √ 一 般 的 な 必 戔 性 が あ､ る こ と か ら

す ぐ 、 緊 急 に 購 入 す る 必 要 が あ る と の 結 論 を 導 く こ と ｕ で き

な い ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･ ．　　　 ゛　　　 ．･



イに請求大は、コインランドリートは不衛生で、アレルギー体質
の鵲求人が使用を続けるとアレルギー症状が発症する可能性
があるためレ個人での｡洗濯機の所持が必要で緊急性もあるIと
主張している。しかしながら、請/求大のいう「不特定多数が
使用するコインランド･リーの洗濯機がアレルギーに及ぼす影
響」については公知とは言えないから； アレルギー発 症につ
いて、コインランドリー’と家庭用洗濯機に有意差があるとす

る資料溽 により請求人が挙証する必要がある。その挙証がな
・　　　　ｉ　　　‘。‘ 』・

い以上は、アレルギーとの一関連があると認定する事は出来な
い。なお、コインランドリーまでの距離につい･ては、日･常的
に通うの’に支障がない程度の距離であればよく、請求人の言
うようにコイ ンランド･リーまで の距離が｡1分圖･内ではなく３
分弱氈かるとしでも、本件却下決一定の判断に何ら影響を及ぼ
さないことを付言して亀く。　 ス　　　　　　　、

（７ 匚 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 １ ６ 日､付 け で 誚 求 人 が 審 査 庁 に 対 し て 提 出
■　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　。．　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　Ｉ

し た 再 反 論 書 （ 以 下 「 再 反 論 書 」 と い う 。 ） に は 、 次 の 趣 旨 の

記 載 が あ る こ と 。

ア　 冷 蔵 庫 が な い 生 活 環 境 は √ 健 康 被 害 を 伴 う 恐 れ は お お き い

の で あ る か ら 緊 急 性 は 十 分 に あ る と 言 え る 。 よ っ て 、二一 般 生
¶　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　・
･活 に 常･ に 内 在 す る 可 能 性 の あ る 病 気 だ け を 緊 急 性 が な い と す

る 判 断 は 間 違 い でｿ あ り 不 当 で お る 。･･ ∧

イニ コ イ ン ラ ンド リ ー の 洗 濯 機で は家庭用洗濯機･と違 い 框 準 洗

い のみ で 、 す べて の衣類が標準洗いだけでは対応できないの

である。結局･は、 そ の 他 の衣 類に 関し て は、 手洗いや付け置

きが必要になり √請求I人 の住 まい の 風呂 場 は 、ト イレ と共 同

であ｡.iる'、 俗､に言 うユ ニ ット バ スで ある。∧この風呂場とトイレ ーヽ

め 空 間 は非 常 に 狭く て 、 とて も 手洗いができる場所ではない

・のである。常に腰を屈めた状態にな､り 腰 に負 担 がか か る こ と
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から，健康に問題が出ると言える。一腰に負担を強いられる｡状
態での洗濯物の洗いは健康被害におおきく影響するのである
から緊急性があると言える。

判　 断

（１） 法第４条は、生活保護制度におﾌける基本原理の一’つである.
「保護の補.足性」について規定しているが、その第１項におい

っ て、 ｒ保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能

力その他あらゆる‘ものを、その最低限度の生活の維持のたIめに
活用することを要件として行われる卜．」と定めている．また法
=第/5 条.は、I「この法律の解釈及び運用は．すべてこの原理に基
いてされなければならない」と定めている．　　ダ

（２）＼　次官通知第７の２は、「臨時的最低生活費ﾚ（一時扶助費）は、
次に掲げる特別の儒･要の.ある者について．最低生活に必要な物
資を欠いていると認められる場合であって、それらの物資を支

十給しなければならな.い緊急やむを得ない場合に限り、別に定め
る゙ ところにより、臨時的に認定するものであること．」と規定
し、その（３）で、「新たに保護開始する崑等に最低生活の基

づ　盤とな･る物資を欠いている場合」を特別の需要の一つとして 定

･めている．　　　　　　　　　　　　 卜

（ ３ ） 局 長 通 知 第 ７ の ２ の ＼（ ６ ） は 、 「 被 保 護 者 が 次 の ア か ら エ の

い ず れ か の 場 合 に 該 当 し 、 次 官 通 知 第 ７ に 定 め る と こ ろ に よ ’つ

て 判 断 し た 結 果 、 炊 事 用 具 、 食 器 等 の 家 具 什 器 を 必 要 と す る 状

態 に あ る と 認 め ら れ る と き は 、 （ 中 略 ） 家 具 什 器 を 支 給 し て 差

1し つ か え な い こ と 。 」と 規 定 し 、 そ の ア で 、 「 保 護 開 始 時 に お い
１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　■　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　■

て 、 最 低 生 活 に 直 接 必 要 な 家 具 什 器 の 持 合 わ せ が な い と き 」 と

定 め て い る 。　　　　 ／　 ＼



（４） 別冊問答集の（問７の4 5 ’）の答えにおいて、日常生活に必
二要な物品については、本来経常的な生活費の範囲内で、計画的
に･購入すべきであるが、冷蔵.庫、電子レンジ等の保.護受給中上に
保有が容認される物品を保護開始時に保有していなけ.れば、一
時扶助の支給基準である「最低生活に必要な物品を欠いている
と認められる･場合であって、それらの屬 資を支給しなけれぱな
らない緊急やむを得ない場合ｊ に該当するか否かをj個々の世帯
の状況に応じて判断し、..そ の結果、必要性および緊急性が認め
られる場合に.は家具什器費を認定して 差し支えないとされ．必
要性及び緊急性が認められない場合には経常的な生活費の中､か
ら順次購入しでいけば足りるものであり、家具什器費を認定す
ることは適当でない、と､している．

（５）． 本件についてみると．前記第2ｿ の１の（.2）ないし（４）の認定
卜　 事実のとおり、請求人が、冷蔵庫及び洗濯機の家具什器類の支
上 給を申請した､こ､とに対し、「申誚のあった家具什器についてI
は、それらを支給しなければならない緊急やむを得ない事情が
あるとは認葡 られない」と.の理由によ.り、ﾚ本件却下.決定を行つ
たことが認められる．　　　　　　　▽　　　　 ・卜　　　　　 ｊ

（６） 処分庁 は、冷蔵庫について、請求人は■ 歳と若いく、病気や
障害も無いため、食料の駕い置きがなくても、徒歩圏内に立地
レするスーパー･で毎日その日一日分を購入することも困難では･な
い石 とから、その保有に緊急性があ.ると判断するに足りる特段
の事情は認められず、経常的経費か.ら翳入費用を捻出すベーきで
ある万旨主張する．しかしながら、前記（４）のとお.､り、家具什器
費を支給しなければならない繁急やむを得ない場合に該当する
かどうかは個々の世帯の状況に応じて判断する万こととされてい
るところ、本件においては、処分庁はご請求人の年齢、健康状
態を一定考慮して判断しているということはできるものの、そ
れをもって、単に徒歩圏内に立地するスーパー･の利用が可能で

ら
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二あ る こ と か ら 緊 急 牲 が な い と 判 断 し た と 見 ざ る を 得 ず 、 請 求 人

の 生 活 状 況 ． 生 活 環 境 等 も 考 慮 し て 判 断 す る 余 地 が あ る と 思 慮.

＿　　 さ れ る こ と か らl、 個 々 の 世 帯 の 状 況 に 応 じ て 判 断 し た 々 は い え

､…………　　？．　;丶`　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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ヽ 処 分JT? ゜ 主 張 を 認 め るぺこ と は 困 難 で あ る と い わ ざ る を 得 な

‘　.:･、　 ≫ ≪■一一j 14`ヽ　　　　　　　　　　　　　　　・
……゙`‘’‘’=･7こ14二JいｙＶ　　　 ＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　’．　５

μ･ ぶゴこ･に Ｗ:　　　　　　　　　 ▽　　　　　　　　　 ▽
…….……゙にr､..二.で1.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜
（８ ）レ ま た 、 洗 儷 機 に つ い て 、･処 分 庁 は √ 請 求 人 の 年 呻 、 健 康 状 隼

を 根 拠 と し て 、 徒 歩 圏 内 に 立 地 し て い る コ イ ン ラ ン ド リ ー の 利

用 が 可 能 で あ り 、･洗 癨 機 の 保 有 に つ い て も 緊 急 性､が あ る と 判 断

す る に 足 る 特 段 の 事 情 は 認 め ら れ な い と 主 顎 す る ． し か し な が

ら 、 本 件 に お･い て は 、 前 記 第 ２ の ユ の（２ ）の 認 ＼定.事 実 の.と お

り 、 請 求 人 の 洗 濯 機 の 家 具 什 器 費（?）支 給 申 請 の 理 由 が 「 手.洗､い

∧ に よ る 洗 濯 は 腰 に 負 担 が か か る た め 」･で あ る こ と 、 前 記 第 ２

．の １ の･（７ ）の 再 反 論 書 に よ る と 、 請 求 人 は 、 コ.イ ン ラ ン ド リ ー

ノ　 の 洗` 濯 機 は 標 準 洗 い の み で 、 す べ て の 衣 類 に 対 応 で き ず 、 請 求

人 の 風 呂 場 が 手 洗 い 場 所 と し て 適 さ ず 、．手 洗 い を し よ う と し ｔ

。　　 も 腰･に 負 担 が か か･る と 主 張 し て い る ご と か ら す る･と 、 処 分 庁 の

弁 明 書 及 び 再 弁 ＼明 書 か ら は､y 処 分 疔 は、 そ れ ら り 個 別 事 情 を も

イ　 考 慮 し て 、 当 該 鵑 求 人 に お い て √ す べ て の 洗 濯 が コ イ ン ラ･ン ド･

ノ リ 一一の 利 薑 で 足 り る と 判 断 し た と ま で は み る こ と･は 備 難 で あ

り 、 個 々 の 世 帯 の 状 況 に 応 じ て 判 断 し た と は い え ず 、 処 分 庁 の

主 張 を 認 め る こ と は 困 難､で あ る と い わ ざ る を 得 な1い； ’　 Ｉ

（ ９ ） したがって、、本件却下決定につぱては、その調査及び判断に
玻疵があったといわざるをえず、取り消すのが妥｡当｡と判断す
る。
なお、冷蔵庫及び洗濯機の家具什器費の支給を求める万残余̈の

請求についてはj、本裁決･に基づき行われる処分庁の決定の中で
一体的に判断されるべきごとであるため、これを棄却する。づ

以上の理由､により、行政不服審査法第4' O 条第2･ 項及び第3' 項･の規
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定 を適 用 し て 主文 のとお り裁 決す る。

平成２４年３月２６日

教

審査庁　 大阪府知事　 松井

一不

∧ この裁決に不服があるときこは．この裁決があったことを知った日の
●　　　　Ｉ　　　・

翌日から起算して３０日以内に、厚生労働.大臣に対レ再審査請求をﾚす
ることができます（なお．裁決ﾀが゙あったこ･とを知った日の翌･日から起
算して･3 0 日以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１
年を経過すると再審査請求をすることができなくなります．）．　、．
また、こ･の裁決については．この裁決があったことを知った日の翌日
から起算してし6箇月以内に、この裁決の前提となる決定をした市を被
告として（訴訟において市を代表する者は市長となります．）決定の
取消しの訴えを、あるいjは大阪府を被告として（訴訟において大阪府．
を代表する者は大阪府知事となります．）この裁決の取消･しの訴えを
提起することができます（なおレ裁決があったことを知った日の翌日
から起算して‥6箇月以内々あっ/でもｉ 裁決があった日の翌日から起算
して１年を経過すると決定及び裁.決の取消しの訴.えを提起することが
できなくなります．⊃」．　　　　　　　　　　　　　　　　　　・


